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１．はじめに 
 
(1) 研究の背景 
 公の施設(1)では，平成15年地方自治法改正で導入され

た指定管理者制度により，平成27年4月時点で全国の

59.6％の施設が指定管理施設となっている(2)．一方，平

成23年1月東日本大震災(3),平成28年4月熊本地震では，行

政による避難所指定有無に関わらず，多くの公の施設が

避難所として利用され，地域住民，教員，自治体職員に

加えて指定管理施設職員，NPO団体による避難所運営が行

われた．またその後，指定管理者制度運用指針が見直さ

れ，自治体と指定管理者の災害対応に関する検討が進ん

でいる(4)．たとえば総務省は，熊本地震で避難所運営に

関わった指定管理者へのヒアリング調査1)に基づき，指

定管理者避難所運用の通知2)3)を発行し，避難所開設，運

営時の役割分担と費用負担について事前協定を提案して

いる．また内閣府は，熊本地震を踏まえた応急対策•生活

支援策検討ワーキンググループ4)において総務省ヒアリ

ング調査を参照し，指定管理者の協力がなければ避難所

の開設と運営は難しかったこと，行政から任されている

権限が限定的であること，指定管理者によりノウハウが

多様でバラツキがあること，避難所運営資金のこと，事

前準備が不足していたことなどの問題を提起している(5). 

(2) 研究の位置付け 
阪神•淡路大震災における公共施設の避難所活用につい

ては阪田ら 5)，また地域自治組織による避難所自主運営

として小林ら 6)，住民主体の避難所運営については紅谷

ら 7)8)青山ら 9)の研究があるが，指定管理者導入施設にお

ける指定管理者の避難所運営実態に関する研究は見られ

ない． 

熊本地震については，石川ら 10)の避難所の悉皆調査報

告，平田ら 11)の大規模避難所の実態と運営手法に関する

研究，平木ら 12)の紙管間仕切による避難所空間環境改善

効果に関する研究，荒木ら 13)は未指定避難所に対する被

災者支援の実態考察などがある． 

文化施設については，熊澤14)が指定管理者の避難所運

営方針を調査し，避難所開設準備，災害自己対策，社会

自己対策，避難所運営受容を主な説明変数とした施設管

理者の避難所運営に関するモデルを提案している．これ

は，公の施設の避難所運営に備える体制づくりを施設管

理者の意識分析から考察する視点であり，避難所運営準

備に欠かせない研究であるが，避難所運営の実態把握を

試みるものではない． 

自治体の指定管理施設の災害対応方針としては，横浜

市の「指定管理者災害対応の手引き」15)があり，発災3日

程度の避難住民受入協定がある．また静岡県16)でも同様

の水準にある． 

発災直後の混乱期に加え，災害救助法に定める1週間を

超えて長期化する避難所運営では，施設管理者である指

定管理者による自治体職員のサポートは欠かせず，特に

避難住民が広域から集まる集約避難所では，住民を主体

とした避難所運営が難しく，指定管理者の避難所運営関
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与が一つの選択肢となるだろう． 
以上指定管理者による避難所運営例とニーズが広がり

つつある中，その実態についての研究はほとんど見られ

ない．そこで本研究は，熊本地震における指定管理者に

よる避難所運営の実態と特徴を把握し，避難所運営課題

の整理を研究目的とする．最後に今後の指定管理制度導

入施設における大規模災害対応課題を考察する． 

 
(3) 研究対象について 

熊本地震での1日最大避難者数上位5自治体では，最終

集約避難所全てが指定管理者制度導入施設である(表1)．

本研究では，このうち指定管理者が避難所運営に関与し

た熊本市，益城町，御船町を対象自治体とする．大津町

は社会福祉協議会と自治体による共同運営でかつ福祉避

難所も兼ねていたため除外，阿蘇市は自治体直営で指定

管理者は避難所運営に関わっていない． 

上記3自治体のうち，熊本市は避難所数も多く，様々な

避難所運営主体があったが(6)，指定管理者が積極的に避

難所運営に関わった熊本県立総合体育館を選定，益城町

と御船町では，最終の集約避難所となった益城町総合体

育館，御船町スポーツセンターを研究対象施設とする．

対象施設の指定管理施設区分は全てリクリエーション•ス

ポーツ施設である． 

 

表1 各自治体の集約避難所と延べ避難者数 

 熊本市 益城町 大津町 阿蘇市 御船町 

各自治体 

人口
*１ 

735,234 
人 

34,581
人 

33,904
人 

38,666
人 

17,719
人 

1日最大 

避難者数 67,201人 
16,050
人 

12,848
人 7,277人 6,131人 

１日最大 

避難者数/ 

自治体人口 
9.1% 46.4% 37.8% 18.8% 34.6% 

指定管理 

避難所数
*2

／指定管理

施設数
*3
 

36／142 1／11 1／9 0／27 1／2 

1日最大 

避難所数 256カ所 20カ所 73カ所 44カ所 40カ所 

避難所 

閉所日 

9月 

15日 

10月 

31日 

10月 

31日 

7月 

31日 

10月 

31日 

最終 

集約避難所 

熊本市総合

体育館 

益城町総

合体育館 

大 津 町

老人福祉

センター 

阿蘇市阿

蘇体育館 

御船町ｽ

ﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ 

上記 

施設管理者 
指定管理者 

指定 

管理者 

指定管理

者(社協) 

指定 

管理者 

指定 

管理者 

最終集約 

避難所 

運営主体 

熊本市 
指定 

管理者 

大津町と

指定 

管理者 

阿蘇市 
指定 

管理者 

*1)総務省：住民基本台帳に基づく人口,人口動態及び世帯数(平成28年1/1現在) *2)指定管理者が避難

所運営に関与した避難所数 ●避難所数には,指定避難所以外も含む●避難者数は，熊本県HP,平成28

年熊本地震に関する災害対策本部会議資料より作成 *3)公営住宅，福祉避難所は除外 

 

(4) 調査•研究の方法 

調査方法は表 2に示す6回の現地調査，9回のヒアリン

グ調査と資料収集を基本とした． 

本研究では指定管理者制度が導入された施設を「指定

管理施設」，指定管理施設が避難所として利用されたも

のを「指定管理避難所」とする．指定管理避難所はその

運営が自治体による直営，指定管理者主体，住民主体，

または共同運営等様々な形を含むものとする．また従前

および発災後，自治体が指定した避難所を「公的指定避

難所」，避難所が再編，集約された避難所(熊本市の拠点

避難所含む)を「集約避難所」とする． 

 

 

表2 調査概要 

 

 
２．対象３自治体の指定管理避難所の実態 
 
(1) 熊本市の指定管理避難所の実態 
熊本市全体の避難者数，避難所数の推移と指定管理避

難所数の割合をまとめたものが図 1 である．発災直後から

5 月初めの避難所再編，集約までの指定管理避難所の避難

者数割合は，ほぼ一定で 10%前後，以後小中学校の授業開

始に伴い指定管理避難所割合は増加，9/15には 50%に達し

ている．熊本市をはじめ対象 3自治体の指定管理避難所数

と全避難所数に対する割合は表 3 の通り． 

 

※熊本市災害対策本部資料と熊本市震災記録誌 17)，県立体育館へのヒアリングから作成 
図 1 熊本市の避難者数•避難所数推移と指定管理避難所

数の全避難所数に対する割合 

 

表 3 各自治体の指定管理避難所数と割合 

避難所／各自治体 熊本市 益城町 御船町 

発災後の指定管理避難所数

／全避難所数 

36/267 

(13.4%) 

1/12 

(8.3%) 

1/40 

(2.5%) 

再編後の指定管理避難所数

／全集約避難所数 

7/22 

(31.8%) 

1/18 

(5.5%) 

1/1 

(100%) 
注)指定管理避難所数は指定管理者が避難所運営に関わった数ではなく，避難所利用施設数 

 

発災前，市営住宅を除く熊本市内 142 カ所の指定管理

施設のうち公的指定避難所は 7 カ所であったが，29 カ所

の未指定の指定管理施設が発災後追加利用され 36カ所と

なった．  

36 カ所の指定管理避難所の指定管理施設区分毎の避難

所数と避難者数の割合［指定区分毎の避難者数／指定管

理者制度導入施設の避難者数合計］は，産業振興施設(2

施設:1.0%)，社会福祉施設(3 施設:1.2%)，文教施設(4 施

設:3.9%)，文教施設のうち地域のコミュニティセンター

(23 施設:31.9%)，レクリエーション•スポーツ施設(5 施

設:61.9%)である．地域のコミュニティセンターは避難所

数が 23 ヶ所と多いく，大空間を持つレクリエーション•

スポーツ施設は，避難所数が 5 カ所と少ない割に避難者

数は 6割以上を占めている． 

熊本市は 5/8 に避難所集約し，22 カ所の集約避難所を

指定，その内指定管理避難所は7カ所であった．7カ所中

2 カ所は従前に指定された公的指定避難所ではなかった． 
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熊本市災害対策本部資料によれば，熊本地震による延

べ避難者数 70 万人超の内，指定管理避難所の収容人数は

8.16%の 57,748 人であった．指定管理避難所のうち，最

多延べ避難住民 15,000 人超，1 日最大 2,000 人(4/23)を

受け入れた熊本市総合屋内プール(アクアドーム)は，

7/31 までの 108 日間開設されたが，大多数は車中泊利用

者であった．2 番目に多い延べ避難者 14,765 人，1 日最

大 1,200 人(4/16)を受入れた熊本県立総合体育館は，

6/30日までの77日間開設された．最終集約避難所となっ

た熊本市総合体育館は，9/15 まで 154 日間，3 番目に多

い延べ 9,500 人超,1 日最大 750 人(4/17)の避難者を受け

入れている． 

熊本市総合体育館の指定管理者へのヒアリングでは，

発災直後から市職員が避難所運営にあたり閉所まで運営

主体は自治体職員で，直営による避難所運営が行われた
(6)．指定管理者は食事配布の手伝い，支援者や避難住民

への場所提供や施設維持管理に従事し，平時における施

設管理者としての業務が主であった． 
熊本市直営避難所の避難所運営職員は常時 2 人体制，

集約後は看護師が加わり 4人体制であった(表 4)． 

 

表 4 集約避難所移行後の運営職員数 

 日中 夜間 

職員 2人 2人 

看護師 2人 2人 
※熊本市震災記録誌 17)より抜粋 

 

(2) 益城町の指定管理避難所の実態 

 益城町は発災前，「災害時要援護者避難支援計画」で

福祉避難所開設は規定していて，風水害ハザードに対す

る避難所 16カ所を公的指定避難所としていたが，避難所

運営マニュアルは作成中で，長期の避難所運営を想定し

ていなかった． 

熊本地震時，被災により開設された公的指定避難所は

7 カ所にとどまり,追加で 5 カ所の未指定避難所が開設さ

れた．5 月初めには避難所再編し，補修された公的指定

避難所 3カ所，未指定避難所 3カ所，合計 18カ所の避難

所を開設した(表 3)． 

益城町総合体育館は，風水害に対する短期避難所とし

ての位置づけであり，指定管理契約には地震等の長期避

難に対応した避難所運営に関する取り決めはなく，備蓄

もなかった．益城町防災係の資料によると益城町総合体

育館は，10/31 日までの益城町全体の延べ避難者 381,516

人のうち最大31.75%にあたる121,132人，1日最大1,352

人(5/12)の避難者を受け入れ，益城町指定管理施設 11カ

所のうち唯一の公的指定避難所であった．県所有の指定

管理避難所となった熊本産業展示場(グランメッセ熊本)

が益城町にあり，2 番目に多い延べ避難者 62,988 人

(16.50%)，1 日最大 10,000 人(4/17)を受け入れたが，施

設は被災し使用できず 2,200 台収容駐車場での車中泊者

数である．同じく県所有の指定管理施設，熊本県民総合

運動公園(KK ウイング)は主として物資集積所となり，受

け入れ避難者数は 1,851人(0.48%)と少ない．  

 

(3) 御船町の指定管理避難所の実態 

 益城町と同様に御船町の地域防災計画も，風水害対策

が主であり，避難所運営マニュアルは未整備であった．

御船町は，発災前主な避難場所として 26カ所，その他の

避難場所として 85カ所，合計 111カ所を指定していた．

発災後利用した避難所は 40 カ所で，その内指定管理施設

は御船町スポーツセンターのみである(表 3)．避難所は

40 カ所超が開設されたが，1 週間以上避難住民を受け入

れた避難所は 22カ所であった．御船町防災係からの資料

によると御船町スポーツセンターは，御船町全体の延べ

避難者 81,301 人のうち 31.12%にあたる 25,301 人，1 日

最大 250人(4/17-4/28)を受け入れた． 

 

(4) 3 地域自治体での指定管理者の災害対応 

熊本県立総合体育館避難所の施設管理者は，県のレク

リエーション•スポーツ施設全 5カ所のうち 4カ所を管理

する一般財団法人とスポーツ企業の共同体(一財法人共同

体)であり事業規模も大きい．益城町にあり物資集積所と

なった KKウイングもこの一般社団法人が指定管理者であ

る．熊本県立総合体育館の避難所利用時は，一財法人共

同体 140〜150名の人員体制を生かし，宿直を伴う施設管

理を行った． 

一方益城町総合体育館と御船町スポーツセンターの指

定管理者は公益財団法人(法人Y)である．法人 Yは，国内

外で災害支援活動の実績があり，自ら自然災害救援ガイ

ドラインを策定しており，地元支部からの応援に加え，

全国の支部が協働できる体制を有していた． 

発災当日に益城町総合体育館が避難所となると，災害

支援経験のある職員 2 名を熊本に派遣し，翌日午後には

益城町総合体育館にて支援活動を開始させた．熊本市中

央支部には災害対策本部を設置，避難所をつなぐネット

会議を開設，全国の支部から救援物資や応援を要請し発

災 3 日後(4/16)未明の本震に伴い，御船町スポーツセン

ターが第 2 の委託避難所になると全国の支部組織に職員

派遣を要請し，災害支援経験のあるコーディネーターや

専門スキルを持つ職員を 5/2 まで継続的に約 50名派遣し

た．また北九州支部に救援物資拠点を設置した． 

熊本で法人 Y がサポートした避難所は，益城町総合体

育館と御船町スポーツセンター，長嶺の直営施設の 3 カ

所である．法人 Yのその他の支援活動 18)を表 5に示す． 

 

表 5 法人 Yの熊本地震の支援活動 

1 避難所運営 益城町総合体育館，御船町ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀ

ｰ，ながみねﾌｧﾐﾘｰ YMCA(自主避難所) 

2 災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ 

開設 

宿泊型ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ 

3 施設の開放 入浴施設，ﾌﾟｰﾙ，ﾄｲﾚ，ｼｬﾜｰの開放 

4 子供の預かり 熊本市内の幼稚園と阿蘇の４保育園 

5 避難所ｻﾎﾟｰﾄ 学生等が避難所の応援 
※法人 Y資料 18)より作成 

 

4/18 法人 Y の災害対策本部は，避難所へのアレルギー

対応物資や赤ちゃん対応物資を手配，4/27 には関係する

社会福祉法人に連絡を取り医療ソーシャルワーカーを派

遣(4/19-7/10)，ソーシャルワーカー活動が中断しないよ

う日本医療福祉協会へ業務引き継ぎ依頼を行った．更に

不足が予想された法人 Y 自らの活動資金を補うため，国

内外の支部において募金活動も行っている． 

以上のように法人 Y は初動の早さ，全国組織としての

バックアップ体制の充実，多様な支援物資，人員の手配

の迅速さと充実ぶり，医療•健康面へのケアのため関係団

体との連携など災害支援ネットワークの構築力にもたけ，

総じて災害対応力が高いと言える．しかし指定管理者と

しての委託による避難所運営は初めての試みであった． 
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３. 指定管理避難所運営実態と課題 
 
(1)指定管理避難所の運営体制 

表 6は，3自治体の指定管理者へのヒアリングにより平

時施設運営人員体制と発災直後，1 週間後から集約まで，

集約から閉所までの 3 期間の各避難所の運営人員体制を

まとめたものである．それぞれの避難所運営体制の特徴

としては，熊本県立総合体育館では，閉所まで被災を免

れた自治会役員 2〜3名の常駐があったこと．益城町総合

体育館では，避難所再編時に臨時職員増強により平時の

３倍の職員を確保していること．御船町スポーツセンタ

ーでは，自治体職員数が少なく，集約後は不在である． 

各避難所で共通することは，避難所運営人員数は，昼

夜 24 時間体制となることで平時と比べて 1.5倍〜2倍に

増加している．一方自治体職員数は避難所閉所に向けて

減る傾向がある．これは自治体職員の業務が避難所運営

が落ち着いてくると罹災証明発行業務などに移っていく

ためであり，集約が契機となり避難所運営業務に対する

指定管理者側の負担が大きくなることを示している．清

掃委託については平時からの契約関係維持のため，発災

後も継続的施設管理を行なっていること，警備委託につ

いては，平時は不要であった益城町，御船町では追加委

託され，監視カメラも導入されセキュリティへの対策が

とられている．夜間警備委託により，指定管理者人員減

も見られ避難所運営の負担軽減に役立つと推測できる． 

 

表 6 各指定管理避難所運営人員体制 

    
 

(2) 熊本県立総合体育館避難所の運営実態と課題 

a) 避難所運営初動と応急期 
熊本市の地域防災計画において，熊本県立総合体育館

は，遺体安置所に位置付けられ，公的指定避難所ではな

かった．指定管理者運営方針として水の備蓄はあったが，

食料備蓄はなかった．危機管理は風水害かつ体育館利用

者向けであり，年 2回の防災訓練を行っていた． 

一方近隣地域住民は，地域内の公的指定避難所へは高

低差や河川があり，近くて鉄筋コンクリート造の県立体

育館を避難所にという要望を出していたが市と県との調

整がついていなかった．指定管理者は，地域住民のこの

要望は把握しており自治会長と連絡は取り合っていた．  

4/14 前震が発生，23時過ぎに指定管理者館長は，県庁

より電話にて開所要請を受け，自治会長と共に避難住民

100 人を大体育室とロビーに受け入れた．4/15 自治会と

県を通じて熊本市に職員派遣と支援物資を要請．4/16 未

明の本震により県立総合体育館は一時停電するが，午前

3 時に自家発電により電気は復旧した．周辺よりこの灯

りを目指し人と車が県立総合体育館に集まった．指定管

理者は，建物調査マニュアル等は策定していなかったが

経験と知識を頼りに余震が続く中，建物の安全確認を行

なった．明朝7時にロビーと大体育室に1,000人を収容，

車中泊は 200 人であった．自治会長の方針もあり，集ま

った避難者は全て受け入れた．近隣 2Km 圏内にある 2 つ

の大学の学生も多かった．4/17 体育館設計者が来館し，

建物の安全確認を行った．本震後 3 日間指定管理者は，

食料•支援物資の調達，避難者対応，電話取次，館内放送

呼出し，メディア対応，NPO•DMAT 等民間支援団体対応に

従事した．余震の都度，諸室の安全確認，施設設備の点

検•復旧等にも当たった． 

b) 避難所復旧期と安定期 

発災 4日後，熊本市職員が常駐開始，医療班が到着す

ると避難所運営主体は，自治会と指定管理者による共同

運営から自治会主体へ移行された．指定管理者職員は，

エコノミークラス症候群対策のための運動指導を開始し

た．支援や不足物資については，住民自ら SNSで支援呼

びかけを行い早期から 3食分の当番を決め配膳分担が行

われ，夕食は自治会主体による趣向を凝らした料理提供

が行われた．大体育室が避難所として使われたが，自治

会の方針で間仕切は設置せず，避難住民は自宅からマイ

布団や組立ベッドを持ち込んだ．700 人収容しても空間

的には余裕があった． 

発災 1週間後，避難住民が 300人まで減少すると，ペ

ット同伴家族の分離が行われ，大体育室から大型犬を伴

う家族，小型犬や小鳥を伴う家族は別々にロビーに離さ

れた．支援物資もロビーに整然と並べられた．広いロビ

ー内のラウンジやキッズルームでは映画鑑賞会，寄席や

歌と踊りの祭典など避難住民自らの発案でイベントが行

われた． 

避難所運営主体となった地域自治会は，避難住民から

の要望は自治体や民間支援団体等に協力を要請し，自律

性のある避難生活であった． 
c) 避難所等の集約と再編 

 5 月初めの熊本市避難所集約開始時には，他の避難所

閉所に伴い避難住民を受け入れ 320 名まで増加した．し

かし，県立総合体育館は集約避難所に指定されなかった． 

d) 閉所への取り組みと閉所後の施設再開 

熊本市の大半の避難所は 5 月末閉所であったため，閉

所への雰囲気が高まり以後，県立総合体育館収容者数は

減少していった．県立総合体育館隣のマンションが全半

壊し，水道と都市ガスが未復旧であったため避難所延長

の要求が自治会からあり，避難住民には 2 階に移動して

もらう条件で大体育室点検改修調査が始まった．6/1 に

は避難住民は，120名に半減，生活状態などに応じて2階

個室に割り振られた．避難所閉所は 3 度ほど延長され

6/30となった． 

平時運営体制

昼 夜 昼 夜 昼 夜

市職員 − 2人 2人 3人 1人

指定管理者 10人 4人 2人 4.5人 2人

指定管理者
外部施設職員 − 1人 1人

自治会 − 3人 2人 3人 1.5人

小計 10人 9人 7人 10.5人 5.5人
清掃業者 清掃業者 清掃業者 清掃業者

医療・保健
サポート

− − 2人 1.5人

その他
警備会社  常

駐
警備会社

常駐
警備会社

常駐
警備会社

常駐
警備会社

常駐

町職員 7人 2人 3人 3人

県職員 2人 2人

指定管理者 10人 5人 5人
20人

(MAX30人)
2人

20人

(MAX30人)
2人

指定管理者
外部施設職員 − 2人 2人 10人 10人

小計 10人 16人 11人 33人 2人 33人 2人
清掃業者 清掃業者 清掃業者 清掃業者 清掃業者

医療・保健
サポート

−

日赤救護
所，薬剤師
会　ｿｰｼｬﾙ
ﾜｰｶｰ.etc

2人

医療・保健

1人

医療・保健

2人

医療・保健

1人

医療・保健

その他 −
犬猫NPO
NGO.etc

警備会社
※1

警備会社
※1

町体職員 − 1人

(一週間）
1人(県) 1人(県) − −

指定管理者 3人 31人 1人 2人 1人 4人 2人

指定管理者
外部施設職員 − 2人 1人 1人 1人 − −

小計 3人 5人 4人 4人 3人 4人 2人
清掃業者 清掃業者 清掃業者 清掃業者 清掃業者

医療・保健
サポート

−
3人（近隣の

保健セン
ター常駐）

2人

医療・保健

1人

医療・保健

その他 −

炊き出し
物資運搬

支援

2人　警備

会社※2

1人　 警備

会社

※1:町依頼の警備会社

※2:不定期

拠点として利用

朝1人夕1人※2

c

避
難
所
運
営
職
員

益
城
町
総
合
体
育
館

御
船
町
ス
ポ
•

ツ
セ
ン
タ
•

外
部
支
援
者

避
難
所
運
営
職
員

外
部
支
援
者

熊
本
県
立
総
合
体
育
館

避
難
所
運
営
職
員

外
部
支
援
者

発災直後
１週間後〜再編•集約

（閉所）まで
集約〜閉所まで
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熊本県立総合体育館では，発災翌年に「熊本地震の集

いの会」を自治会，住民，市職員など約 200 名を集め実

施，自治防災組織についての意見交換が活発に行われ，

心肺蘇生法や震災時のスライド上映など絆を深めた．

「集いの会」はこれまでに毎年，累計 3 回実施された．

避難所運営により来館利用者と体育館職員との交流もあ

り，自治会長との連絡相談もしやすく，復旧工事騒音へ

の住民苦情が少なくなる等地域住民との関係性は以前よ

り良好である． 

 避難所閉所後，指定管理者は参集基準を整備し危機管

理マニュアルの整備を行なった． 

e) 避難所運営費精算手続き 

熊本県立総合体育館の収入は，委託料と利用料金の併

用制度であり地震の影響で利用料金収入は無くなった．

ヒアリングで館長は「小さな規模の指定管理者では不可

能であったかもしれない」と述べているように，運営存

続できたのは，一財法人共同体の資力があったためと考

えられる．地震の建物被害により利用者の年間予約はキ

ャンセルしてもらい，個人向け回数券は全額払戻し対応，

体育館職員の雇用調整も行った．指定管理費で昼間 8 時

間体制の人件費は賄い，熊本市との費用交渉で別途夜間

残業分は支払われた．避難所運営に必要な緊急修理の工

事費請求は支弁が行われたが，熊本市と粘り強い交渉が

必要で苦労した．消耗品は請求書がないという理由で認

められないなど避難所運営経費が一部未回収となった．

館長は，未回収経費は，民間企業としては痛手であるが，

避難所運営が無事に終わり地元住民に感謝してもらえた

ことで納得するしかないと話していた．後に国からの雇

用調整金で未回収分は一部補われ，指定管理者の避難所

運営貢献が報われる形となった． 

f) 熊本県立総合体育館避難所の運営体制 

熊本県立総合体育館では，発災直後から地域自治会幹

部の宿直と指定管理者，自治体職員(熊本市職員と他県応

援職員)宿直の 3者連携体制が閉所まで続いた．熊本市職

員は日毎に変わり，他県応援職員は一週間程度常駐し熊

本市職員への申し送りを行なった．指定管理者の避難所

運営業務は本震直後 3 日間の混乱期は地域自治会との協

働作業，それ以後は，施設維持管理，夜間の見回り，避

難者の住環境整備，支援団体へのスペース供与であった．

一財法人共同体として管理する他の施設からの応援もい

れて 3 交代制で夜間の宿直が行なわれた．避難所運営は，

地域自治会主体であり，指定管理者は施設管理者として

運営支援者であった．熊本県，熊本市，自治会，指定管

理者の 4者間会議が定期的に開かれた． 

g) 熊本県立総合体育館避難所運営課題 

熊本県立総合体育館避難所は，指定管理契約を維持し

たまま行なわれた避難所運営実態例である． 

避難所運営課題は，指定管理者と自治体の作業分担の

明確化，指定管理施設の自治体災害対策への位置付け，

指定管理職員のサポート体制の充実，避難所運営費支弁，

避難所閉所手続きの明確化の 5つである． 

第 1 に熊本県立総合体育館の場合，発災から自治体職

員が支援に入るまで 3 日間は，指定管理者は避難所運営

に関わらざるを得なかった．この混乱時に指定管理者が

行う可能性のある避難所運営業務の確認と整理は必要で

ある．特に個人情報の扱いについては課題と言える．自

治体の職員配置にも課題があった．1 週間程度滞在する

他自治体からの応援派遣職員から日毎に変わる市職員へ

申し送りがスムーズに行われず，避難住民と指定管理者

は戸惑った．被災自治体職員が継続的に支援する体制整

備と指定管理者との作業分担明確化が望まれる． 

第 2 に熊本県立総合体育館は，発災前から地域住民か

らの避難所指定要望があり，発災後に避難所利用された

にもかかわらず未だ避難所指定に至っていないことは残

念である．県所有，指定管理者有無に関わらず，地域住

民要望を反映した地域防災計画における指定管理施設の

位置づけと災害準備が必要である． 

第 3 に指定管理者職員は，交代しながら24時間勤務体

制に切り替わり避難者対応するため極度の緊張状態にな

る.更に自ら被災者であり心身の疲労は計り知れない．勤

務体制や休暇の充実，メンタルケアが求められる．公務

員とは異なり，指定管理者職員の災害時業務保証と事故

補償は十分ではない．指定管理者職員の心身サポート体

制の充実が必要である． 

第 4 に避難所運営費支弁については，指定管理者が避

難所運営に関わる事で不利益にならないよう避難所運営

に必要な緊急工事に対応可能で，運営費については事後

請求かつ柔軟な裁量が求められる(7)． 

第 5 に熊本県立総合体育館は避難所閉所後，施設復旧

のための給水管破損修理工事の入札-不調-応札で時間を

要し，翌年 7/20まで施設閉鎖となった．震災以後，復旧

工事が多発するため，早く工事準備を始めていれば入札

の不調は少なくなるが，遅くなれば入札の不調が続き工

事着手と完成も遅延する．住民からの要望により避難所

閉所時期が何度も延長されたため，体育館指定管理者と

して避難所を早期に閉所し，指定管理施設再開を早める

手段を探るべきだったのではとヒアリング時に館長は考

えていた．指定管理者として施設の早期再開実現は収益

に直結するため重要であるが，避難所運営協力により指

定管理施設再開に支障が出ないよう避難住民と自治体 3

者で避難所閉所時期について避難所開所早期から話し合

いと確認が必要である． 

 

(3) 益城町総合体育館避難所の運営実態と課題 

a) 避難所運営初動と応急期 

被災建物の多く発生した益城町中心地にある益城町総

合体育館には，前震が発生した 4/14深夜，たくさんの人

たちが集まった．避難所運営ガイドライン 19)では，避難

者受入れ条件の一つに，建物の被害状況把握等の安全性

把握があるが，目視による確認のみで，ライフライン，

備蓄，職員配置等いずれも満足な状態ではなかった．し

かし指定管理者は，被災中心地で避難所開設しか選択肢

はなかった.前震で益城町総合体育館に各地から集まった

避難者は 500 人規模の大人数かつ地域毎のまとまりはな

く避難者名を把握する余裕もなかった． 

指定管理者である法人 Y は，ボランティア活動等災害

活動実績があるものの，避難所運営は初めてで自治体職

員協力のもと手探りの避難所運営であった． 

自治体からの要請による避難所開所が先で後に発災時

に遡り指定管理者契約を凍結し，自治体と指定管理者は

避難所運営委託契約を結んだ．ただし避難所運営に関す

る具体的取り決めはなく，「実際の避難所運営は指定管

理者が行うが重要な決定をするのは行政．指定管理者側

が情報や提案，意見を提示して一緒に避難所運営をやっ

ていくというスタイル」18)であった． 

b) 避難所復旧期と安定期 

益城町総合体育館は広い総合運動公園敷地内にあり，

本震以後ペットテントや車中泊用テント設営による人数

増加で避難者数は一時 1,300 人を超えた．メインアリー

ナ，サブアリーナが本震で被害を受けたため避難住民は，
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武道場と廊下に雑魚寝状態が続き，階段には支援物資が

溢れた．7月初めまで凡そ800人の避難住民が生活した． 

c) 避難所再編 

被災を受けたアリーナの補修が終わり 5/17紙管間仕切

が設置され，避難住民のアリーナ移転による避難所内居

住スペースの移動と整理が行われた． 

紙管間仕切の一人当たりの広さを決める際にその方針

で自治体側と指定管理者の意見が食い違うことがあった．

自治体側はベッド 1 台分のスペースを一人分と考えたが，

指定管理者側は長期化する避難所生活を見据えてゆとり

のある広さを提案，最終的に自治体案の 1.5〜2倍の広さ

の指定管理者案になった． 

指定管理者は，プライバシーが確保された居住スペー

スに移ってもらうため避難者向け内覧会を開き紙管間仕

切の意向を調査した．そこで高齢者から人が隠れて見え

なくなってしまい「怖い」という感想を踏まえ，全ての

スペースに紙管間仕切を導入するのではなく，高齢者の

見守りと隣人とのコミュニケーションが図れる従来の雑

魚寝型居住スペースを混在させた．1 階アリーナは紙管

間仕切のある高齢者用，2 階サブアリーナは紙管間仕切

のある若者世帯用，武道館は雑魚寝型とし多様性のある

避難所空間を作った． 

指定管理者は，被災したままのアリーナ天井の鉄骨を

隠す天幕を NPO 等民間支援団体とボランティアと共同で

設置し体育館を居住の場にふさわしい低い天井とするな

ど環境改善に取り組んだ． 

d) 集約と閉所への取り組み 

益城町では 7 月には仮設住宅が完成し避難者が減少し

ていき，避難所環境も変化していく．8 月中旬には避難

所集約により避難者の退所，入所が繰り返された．この

時期には，自治体や支援者のサポートも減っていく時期

であるが，避難住民の抱える課題は深刻かつ多様で指定

管理者職員の避難所運営業務は楽になる事はなかった．  

10/31 避難所閉所は無事に終えた．閉所後建物点検の

結果，杭の損傷が発覚し総合体育館は解体された．令和

2年7月には新しい益城町総合体育館が完成し，自治体と

の約束通り指定管理契約が再開され，法人 Y が施設管理

を開始，避難所運営にあたった館長が引き継いだ. 

法人 Y は仮設住宅のみんなの家を活動拠点にして「地

域支え合いセンター」運営も行った．仮設住宅では避難

所運営をしていたため住民との信頼関係もありスムーズ

に活動できたとのことであった．発災 1 年後，仮設住宅

に益城町総合体育館職員も集まり，交流会が開かれた．

避難所閉所後も続く顔の見える支援活動は，民間ならで

はの特徴である． 

e) 避難所運営資金精算手続き 

  避難所開設時に指定管理契約を停止し，閉所後は引き

続き指定管理者を継続する条件で，避難所運営委託を結

んだため，避難所運営経費は，すべて認められている． 

f) 益城町総合体育館避難所の運営体制 

益城町総合体育館では，多地域からの避難者集積によ

り避難住民主体の避難所運営は困難で自治体職員と指定

管理者の協働運営が行われた．自治体人員体制は発災直

後には益城町職員 7 人，熊本県職員 2 人の 9 人体制の手

厚いサポートがあったが，避難所再編成時に自治体職員

は，昼 3人に減少した(表 6)． 

指定管理者人員体制は，発災前の平時職員 10 人に対し

て発災後昼夜交代で 5 人勤務となり，更に専門家職員を

加えた昼夜 6人，合計 12人体制であった． 

4/18 益城町総合体育館内に避難所運営組織が発足，益

城町と指定管理者が全体統括し，DMAT 等医療関係者と高

齢者の食事，入浴，排泄のサポートをする地元福祉関係

者，子供対応 NPO とそれらをつなぐソーシャルワーカー

が要となり避難所運営の横のネットワークを構築した．

指定管理者は更に法人 Y の全国支部組織からのサポート

と医療，福祉，人権等の民間支援団体を組織化した．犬

猫 NPO に協力しテント支援やペット同伴別居，「益城町

わんにゃんハウス」の設置を行なった．更にその他民間

支援団体の協力のもと避難住民のニーズに応じた授乳室，

子供プレイルームの設置と運営,物干し場の目隠し等設置

など避難者の生活環境を整えた．DMAT•日本赤十字病院の

亜急性期の支援が終わり，24時間滞在体制支援が4/26ま

でと決まると指定管理者は民間支援団体に協力依頼して

5 月に「深夜健康相談室」を開設するなど支援者間調整

も先を見越して行った． 

アリーナ移住と紙管間仕切が設置された避難所編成時

には，指定管理者職員は追加雇用され常駐 20 人，専門家

職員を含む外部施設職員10人，合計30人体制となった． 

発災後 1 ヶ月過ぎると住民は長引く避難生活でストレ

スを抱え，それを受け止める現地職員は自ら被災者でも

あり精神的，身体的に疲弊していった．法人 Y の全国か

らの支援職員は，1 週間しかいない自分たちなら受け止

めることができると現地職員に代わって積極的に住民対

応を行なった． 

7 月には避難住民数が減少し始めるが，指定管理者職

員数は変化がなく，10 月末の閉所まで同じ体制が続いた． 

以上のように指定管理者は避難住民の命を守ることを

第 1 にその為に必要と考えたことは自発的に即座に，ボ

ランティアや民間支援団体の力を借り避難所環境を改善

し，住民ニーズの変化に応じて避難所運営を行なった．

法人 Y のこれまでの災害支援経験と自分たちで出来なけ

れば外部支援団体に応援を求める民間組織らいしい柔軟

性が発揮された． 

g) 益城町総合体育館避難所運営課題 

益城町総合体育館の避難所運営課題は，避難所運営責

任の明確化，災害状況や住民生活スタイルに柔軟に対応

する避難所運営方針についての自治体との調整，民間支

援団体による避難所運営のノウハウ蓄積と拡散，指定管

理者職員への心身ケアサポートの 4つである． 

第 1 に指定管理者へのヒアリングでは，命を預かる場

所としての責任にこだわり「助かった命を避難所で落と

さないこと」が避難所運営の主目標にされた．避難所運

営業務では，食事提供，医療•衛生環境維持，生活環境改

善，福祉配慮など重要な判断を現場で素早くしなくては

ならず，ある程度の裁量権も指定管理者に必要である．

自治体職員が常駐し避難所運営責任は自治体が持ち，指

定管理者との相互確認のもと的確な判断が必要である．

また財政面でも国のバックアップのある自治体が避難所

運営責任者に相応しい．自治体主体の責任体制と指定管

理者がもつ業務上の裁量権の明確化が重要である． 

第 2 に指定管理者は，「命を落とさない」ために住民

の生活環境に沿う柔軟な避難所運営を行った．紙管間仕

切面積拡大など様々な環境改善がある．その過程で避難

所運営方針について自治体と意見が対立する場面があっ

た．普段の生活に近づけることが避難住民の精神的スト

レス緩和に役立ち，命を守ることにつながると考える指

定管理者と平等，最低限の質の確保，標準化を求める自

治体側運営方針との調整が必要である． 

将来課題として，益城町総合体育館ではアルコール禁

止であったが，晩酌が当たり前の生活をしていた避難住
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民は，車中泊や運動場のテント生活を選ぶしかなかった．

大規模避難所では，厳格なルール作りが必要で仕方ない

面もあるが，結果として一部の避難住民にとっては，避

難所から締め出されることになり不自由な生活を送らね

ばならなかった．避難者の普段の生活維持と避難所ルー

ル調整は難しい課題であるが，将来の災害状況や住民生

活スタイル変化に柔軟に対応する避難所環境整備には自

治体の理解も必要である．  

第 3 に避難所運営のノウハウを備える自治体職員は少

ない．自治体は，事前の災害準備に加えて，災害対応経

験のある民間団体との協働が必要である．まず避難所運

営体制確立が大切で，住民主体運営が不可能でかつ自治

体職員のマンパワーが不足する状況において，指定管理

者による委託契約による避難所運営は一つの民間活用手

法として捉える必要があるだろう．益城町総合体育館避

難所の場合，自治体から信頼を得ていた指定管理者と法

人 Y の全国組織によるバックアップ体制の存在は大きく，

益城町とすばやく避難所委託開設に至っている．令和２

年 7 月豪雨災害で法人 Y は他の NPO と共同で，熊本県球

磨村の村外避難所運営を委託により行い，避難所運営経

験とノウハウを積んでいる．災害対応に長けた民間団体

の避難所運営のノウハウ蓄積と他の支援団体への広がり

と自治体との信頼関係構築が課題となる． 

第 4 に益城町総合体育館では発災から集約まで，集約

から閉所までの長期に渡り指定管理者職員が常駐し顔の

見える避難所運営を行なった．避難住民との信頼関係構

築など利点があるが，避難住民からの不安や不平を直接

受ける指定管理者職員の心身ケアサポートが課題となる．

集約から閉所に向かい避難住民が少しづつ減少する過程

で，指定管理者職員業務は減ることなく多様化していっ

た．避難住民の数ではなく，その状況や対応すべき業務

の質などを考慮した人員配置も大切となる． 

 

(4) 御船町スポーツセンター避難所運営実態と課題 

a) 避難所運営初動と応急期 

4/14 前震で避難所として開設された御船町カルチャー

センターが 4/16深夜の本震で建物被害を受け，逃げ出し

た大勢の人々を受け入れるために，急遽隣接する御船町

スポーツセンターの委託による避難所運営が始まった．

法人 Y にとっては，益城町総合体育館に続く 2 例目の避

難所委託契約であった．御船町スポーツセンターに集ま

った避難者は，周辺地域住民 200 人ほどで，受入時から

避難者人数のカウントが行われた． 

b) 避難所復旧期と安定期 

避難所運営基本方針として御船町スポーツセンターの

指定管理者は，食事を避難者に取りに来てもらい，不自

由な方への援助を住民にお願いするなど，避難者が自主

的•自律的に生活できるようにできる限り身の回りのこと

は自分で行い，お互いに助け合い避難所運営に参加して

もらうよう促した．指定管理者は，1人 1人会話をしなが

ら避難者の顔と名前と居住地を把握し，人間関係構築を

行なった．6 月の集約までの時期には地区毎のまとまり

や避難者でもある大学生のサポートもあり避難住民の自

主的•自律的な生活を重んじる運営方針を確立した． 

c) 集約と避難所再編 

6 月初めには壊れたアリーナ天井の補修が終わり，プ

ライバシーを確保するための紙管間仕切の導入と避難所

集約が行われ多くの地域から避難住民が集まることとな

った．指定管理者は，集約前に各地域の避難所を回り新

しい避難生活所となる御船町スポーツセンターの説明会

を行った．それは，元からいる住民と新しい住民の生活

ルールの統一，御船町スポーツセンター避難所環境に早

く慣れてもらうことが目的であった． 

アリーナへの住民配置は，できるだけ顔見知りの人が

協力できるように，元の避難所毎に40名程の班を作れる

よう通路毎に配置された．平等性，プライバシーの確保

の点で自治体職員により配置調整がされた．各班では，

班長，食事，清掃，健康管理，ゴミ出しの係りを決めて

自主的な避難所運営が行われた．その他ラジオ体操，お

やじギャグ愛好会などのグループ活動も取り入れられた．

集約後も指定管理者は，できるだけ新しい住民と一人一

人に話を聞き人間関係構築を図った． 

d) 閉所への取り組み 

御船町スポーツセンターでは，閉所に向けて紙管間仕

切がその雰囲気作りに貢献した．避難住民が退所すると

その開いたスペースは談話スペースや子供のスペースに

変わっていったが，ある程度数が減ってくると意識的に

間仕切を整理しガラーンとした雰囲気を作って閉所への

雰囲気を演出した．閉所時には食事会を催すなど避難住

民の交流も行った．避難所閉所後施設は補修工事の後再

開され，避難所生活を経験した住民は月1回程度事務所に

立ち寄り話に来るそうである．発災翌年には熊本地震の

住民集いの会を実施，令和元年には住民交流会を開くな

ど，指定管理者側も住民との交流継続を図っている． 

e) 避難所運営資金精算手続き 

御船町スポーツセンターは自治体との委託契約を締結

したため避難所運営費は過不足なく精算された． 

f) 御船町スポーツセンター避難所の運営体制 

御船町スポーツセンターでは，平時職員３人に法人 Y

外部施設職員を加えて昼 5人，夜 4人体制であった.集約

から閉所までは昼 4人，夜 3人体制である(表 6)．県職員

サポートは短期間であり，御船町職員は発災直後から集

約まで現場確認のための夜間見回りのみで，発災から閉

所まで避難所常駐はなかった． 

g) 御船町スポーツセンター避難所運営課題 

避難所運営課題は，避難所責任区分の曖昧さ，避難住

民との避難所運営方針と運営手法の確立，指定管理職員

のメンタルケアサポートの 3つである． 

第 1 に御船町スポーツセンター避難所では，自治体職

員が常駐しなかったため，指定管理者は重要案件の確認

のために自治体側からの返事を待たねばならなかった．

当該避難所は町の中心にあり，町役場，保健センター，

社協等主要施設と近接しているため，自治体は避難所を

管理する上で距離的な安心感はあるが，自治体規模が小

さく職員のマンパワー不足による避難所への関与が限定

的であった．指定管理者は，自治体職員不在の中で避難

所運営の判断を即座に行えなかったこと．運営責任が指

定管理者だけにかかる可能性があり，避難所運営責任区

分が曖昧であることが課題である． 

第 2 に指定管理者は住民との関係構築を重視した．発災

直後は自主的•自律的な生活を重んじる運営方針の確立と

避難住民一人一人に向き合った声かけが行われた．集約

後は避難所ルールの確立と班制による住民の避難所運営

参加を促した．この運営手法は，避難住民への目配せが

必要であり，避難住民数が最大で 250 名と中規模避難所

故に可能であったと考えられる．自治体職員の避難所関

与が加われば，指定管理者と避難住民の協働による委託

避難所運営が可能であろう．この運営手法の確立が課題

である．  

第 3 に御船町スポーツセンターでは指定管理職員数も
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少なく，避難所の雰囲気づくりや避難者一人一人に目配

りを行い，避難者と近い関係になるほどいろいろなトラ

ブルに指定管理者職員が関与せざるを得なかった．避難

住民に寄り添い，普段の生活を考え運営方針を決めてい

ったが，時には確立した避難所ルールを逸脱せざるを得

なかった．例えば建前はアルコール禁止であったが他人

に迷惑をかけないことを条件にある個人に対しては「黙

認」され，個々の避難住民の生活問題対応に苦慮するこ

とになった．それぞれ関係機関への引き継ぎは行われた

が，地域住民のまとまりも薄いため，職員への心身サポ

ートと外部からの支援体制強化が必要である． 

 

 

４．まとめ 
 

(1) 指定管理避難所の特徴と課題 

益城町総合体育館と御船町スポーツセンターの指定管

理者は，避難所の委託運営を手探りながら無事終えた．

益城町総合体育館では延べ 12万人，御船町スポーツセン

ターでは延べ 2.5 万人がおよそ半年間生活し，避難所で

命を落とす人がいなかったことは評価すべきである． 

これまでの考察により，それぞれの指定管理避難所の

特徴と特有課題は以下の通り． 

熊本県立総合体育館の指定管理者は，指定管理契約を

維持したまま住民による避難所運営を施設管理者として

サポートした．しかし発災直後の 3 日間の混乱期，自治

体職員の到着までは指定管理者が避難所運営に積極的に

関わらざるを得なかった．指定管理者と自治体の事前打

ち合わせにより，避難所での業務整理と役割の明確化が

必要である．その他の特有課題は避難所運営費支弁方法

の曖昧さ，避難所閉所時期の取り決めが避難所開設早期

から必要な事である． 

益城町総合体育館の指定管理者は，住民自治が困難か

つ多数の避難住民が生活する避難所の委託運営を行なっ

た．自治体が主責任を持つ避難所協働運営体制で，外部

民間支援団体と連携しながら，避難者に寄り添った柔軟

な発想で避難所環境整備が行われた．特有課題は，避難

所運営責任の明確化，災害状況や住民生活スタイルに柔

軟に対応する避難所運営方針について自治体との調整，

避難所運営のノウハウ蓄積と拡散である． 

御船町スポーツセンター避難所の指定管理者は，自治

体のマンパワー不足に対応せざるを得ない状況で，住民

の自主的，自律的な生活を誘導しながら，避難者200人程

度の顔の見える避難所の委託運営を行なった．集約まで

の避難所運営ルールの確立と集約後の避難住民の班制に

よる避難所運営関与手法を作った．この手法において指

定管理者は，避難住民との密接な関係づくりが必要であ

り，中規模避難所に適切である．特有課題は，自治体関

与不足による避難所運営責任分担が曖昧であること．又

避難住民の普段の生活を取り戻す柔軟な運営方針ゆえに，

避難所ルールを逸脱する個人問題の解決には指定管理者

職員の負担が大きい．今後の応用として，健康，人権，

福祉の観点から外部支援団体との連携が必要である． 

熊本地震では，東日本大震災時の指定管理施設の避難

所利用段階からひとつ進み，指定管理者による委託契約

による避難所運営が行われた．これは発災前から準備さ

れていたものではなく，自治体の災害準備不足と混乱，

自治体職員のマンパワー不足が要因であった．委託避難

所運営は，住民主体による避難所運営が困難な状況にお

いて，行政職員の負担軽減のための民間活用のひとつの

手法と捉えることができる．法人 Y はじめ民間支援団体

による避難所運営ノウハウの蓄積が進められている． 

委託契約に基づく避難所運営では，日中は自治体職員

の避難所常駐が望ましく，自治体と指定管理者の責任分

担を明確にする必要がある．また自治体は，民間の災害

対応ノウハウを避難所運営に生かしながら，避難住民の

状況やニーズを的確に把握し民間の柔軟な対応力を生か

して避難所環境整備を行う必要があるだろう．将来の大

規模自然災害に適切に対応するため，自治体は，指定管

理避難所の防災上の位置付けと災害協定，指定管理契約

内容の整備と充実が望まれる． 

3 地域指定管理避難所の共通課題は，指定管理職員が

避難所運営に関与することによる心身の負担軽減必要性

と外部からのサポートの必要性である．避難所運営とい

うストレスのかかる業務を，被災者でもある現地職員が

行うことの限界もあるだろう． 

3 地域指定避難所とも避難所閉所後，住民の集いの会

などを行い地域住民や被災住民に寄り添う活動を継続し

ている．このような息の長い顔の見える支援活動は民間

指定管理者の特徴であり，地域に密着した施設として来

館者の増加につながるなどメリットもある. 

 

(2) 指定管理避難所の今後の課題 

災害救助法は，第4条第1項の「避難所及び応急仮設住

宅の供与」の規定に基づき，災害救助事務取扱要領にお

いて，「避難所の管理等は，通常は地方自治体職員等が

被災者自身を含む地域住民等の協力を得て行う」とあり，

原則として地方自治体職員等が避難所の管理責任者とな

ることを規定している．さらに「災害発生直後から当面

の間は」自治体関係者等の配置が困難な場合は施設管理

者が，管理責任者を他に得る手段がないときは臨時職員

が管理責任者に従事することが差し支えないとある．し

かし施設管理者となる指定管理者については，救助に関

する業務従事者または協力者として法律で規定されてお

らず，その地位と責任分担が曖昧である．同様に指定管

理者主体の避難所運営は想定されておらず，地方自治体

職員等に規定されている実費弁済や負傷，死亡等の扶助

金，障害扶助金保障等は，指定管理者や施設管理者には

適応されない．指定管理者にとどまらず民間支援団体が

行う避難所運営について，法律上の位置づけが必要であ

る．益城町総合体育館と御船町スポーツセンターの委託

による避難所運営は緊急措置であったが，令和２年７月

豪雨の避難所委託など事例は増えている．自治体と指定

管理者は，事前に話し合い信頼関係を構築した上で，制

度的には災害協定や緊急時協定等で避難所運営に備えて

おくことが現時点では，建設的手法であろう(8)． 

東日本大震災を経て災害対策基本法が改正され，災害

対策の基本理念が追加，定義された．災害対策基本法は，

災害救助法の上位法でありその理念を解釈し災害応急対

策の改善を絶えず図る必要がある．その理念とは，「人

材，物資その他の必要な資源を適切に配分することによ

り，人の生命及び身体を最も優先して保護すること•••被

災者の年齢，性別，障害，その他の被災者の事情を踏ま

え，その時期に応じて適切に被災者を援護すること」20)

とある．本研究の指定管理避難所にあてはめると，「災

害関連死を防ぐ事を最優先にし，民間の協力等利用でき

る最適な資源を有効に活用し，被災者に寄り添った多様

な対応が必要である」と言い換えることができる． 

例えば益城町総合体育館での紙管間仕切の画一的，統

一的導入を優先する自治体職員の平等の考えがある．災
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害救助法の原則(平等•必要即応)(9)に則る自治体職員に対

して指定管理者は，多様な人々に対応可能な複数の避難

所空間を確保するなど，被災者に寄り添った柔軟な対応

をした．つまり避難所運営は，平等から多様化への運営

手法の変換が求められている．また住民自治が困難な場

合には自治体直営から，自治体が主責任を持ちつつ民間

による避難所運営への変換が求められているのではない

だろうか．「避難所運営は民間に頼める時代」(10)に適応

する法整備が望まれる． 

 
 
補注 
 

(1)公の施設とは，地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第

二百四十四条に定められた「普通地方公共団体は，住民の福祉

を増進する目的をもつてその利用に供するための施設」のこと

であり，普通地方公共団体は，住民が公の施設を利用する事を

拒めない事，住民が公の施設を利用することについて，不当な

差別的取扱いをしてはならないとある． 

総務省自治行政局「公の施設の指定管理者制度の導入状況等

に関する調査」調査要領において公の施設は以下のような5つの

指定管理施設区分がある． 

●レクリエーション•スポーツ施設：競技場，野球場，体育館，

テニスコート，プール，スキー場，ゴルフ場，海水浴場，国民

宿舎，宿泊休養施設等 

●産業振興施設：産業情報提供施設，展示場施設，見本市施設，

開放型研究施設等 

●基盤施設：駐車場，大規模公園，水道施設，下水道終末処理

場，ケーブルテレビ施設等 

●文教施設：県•市民会館，文化会館，博物館，美術館，自然

の家，海•山の家等 

●社会福祉施設：病院，特別養護老人ホーム，介護支援センタ

ー，福祉•保健センター等 

(2)「公の施設の指定管理者制度導入状況に関する調査結果の概

要」総務省より，指定管理者制度導入施設割合は平成 27 年時点

では，全国平均で 59.9％，平成 30 年は 59.6%であまり変化がな

い． 

(3)平成 18 年，21 年，24 年の総務省自治行政局行政経営支援室

による「公の施設の指定管理者制度導入状況に関する調査」を

受けて，指定管理者制度運用の課題，問題解決のための研究会

報告書「災害に対応したリスクマネジメント」(平成 25 年 3 月)

がまとめられた．報告書では，東日本大震災時における指定管

理導入施設の避難所利用事例紹介と課題が提示された．また，

当該報告書で指摘された，大規模災害発生時の役割分担と費用

負担の協定等への記載状況を具体的に調査開始したのは，平成

30 年 4/1 時点を調査した令和元年「公の施設の指定管理者制度

導入状況に関する調査結果」報告書がある．しかしそれは，指

定管理者の避難所運営にまで踏み込むものではない． 

(4)「熊本県公の施設の指定管理者制度に関わる運用指針」熊本

県，平成 29 年 3 月一部改正 

(5)内閣府は「平成28年熊本地震に係る初動対応検証チーム」の

検証結果をまとめた「熊本地震に関わる初動対応の検証レポー

ト」(平成28年10月)やJVOADの協力により熊本地震発災直後に避

難所運営等に関わった自治体応援職員，NPO団体等に対してアン

ケート調査を実施したが，指定管理者の避難所運営に関する検

証設問は少なく議論は深まっていない．更に「平成28年度熊本

地震における避難所運営等の事例(途中経過)」(平成28年10月)

の報告書を踏まえて，「避難所における良好な生活環境の確保

に向けた取り組み指針」と「避難所運営ガイドライン」の見直

しが行われたが，指定管理者の避難所運営に関する見直しはな

い． 

(6)熊本市震災記録誌によると 4 月から 5 月初めの一部の公的指

定避難所における避難所運営主体は，下表 7 の通り．熊本市職

員による直営の避難所が約半数を占め，住民自治によるものと

考えられる校区組織•PTA と町内会による避難所運営の割合は，

合わせて 16 カ所，17.2%である．ここでは指定管理者による避

難所運営所数は集計されていない． 

 

表 7 公的指定避難所 93カ所の運営者割合 

運営者 避難所数 割合 

熊本市職員 40 カ所 43.0% 

施設職員 30 カ所 32.2% 

校区組織•PTA 11カ所 11.8% 

町内自治 5カ所 5.4% 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 5カ所 5.4% 

他行政応援職員 2カ所 2.2% 

熊本市震災記録誌 17)より抜粋,横浜市立大学避難所悉皆調査報告(平成 28 年)と悉皆調査報

告(平成 28 年)と熊本地震都市公園利用実態共同調査(平成 28 年)より熊本市が作成 

 

(7)熊本市震災記念誌(P167)によると，校区自治協議会，町内自

治会等の地域団体やボランティアが自主的に行なった指定外避

難所運営費のうち炊き出しに関わる費用については，校区自治

協議会 96 団体に事後的に一律給付金が支払われた．その他地域

コミュニティセンターの避難所運営経費については，給付金対

象から除外されたが，別途指定管理料に加算し精算された．し

かし避難所運営経費支弁について経費項目は限定的で，今後の

支弁方針が示されているとは言えず，個別的交渉を前提として

いる点で改善の余地がある． 

(8)益城町職員へのヒアリングでは，当初内閣府は避難所委託運

営については否定的であったが，避難所状況を視察後限定的な

措置として避難所委託運営が認められた経緯がある．現在益城

町と指定管理者法人 Y 双方からの提案による災害協定による避

難所運営への話し合いが進んでいる． 

(9)災害救助法の概要(令和元年度)内閣府政策統括官(防災担当)

被災者行政担当において災害救助法の 5 つの基本原則を以下の

様に解説している． 

Ⅰ平等の原則:現に救助を要する被災者に対しては,事情の如何

を問わず,また経済的な要件を問わずに,等しく救助の手を差し

のべなければならない． 

Ⅱ必要即応の原則:応急救助は被災者への見舞制度ではないので,

画一的,機械的な救助を行うのではなく,個々の被災者ごとに,ど

のような救助がどの程度必要なのかを判断して救助を行い,必要

を超えて救助を行う必要はない. 

その他，Ⅲ現物支給の原則，Ⅳ現在地救助の原則，Ⅴ職権救助

の原則がある． 

(10)熊本地震時において益城町総合体育館避難所運営及び，令

和 2 年 7 月豪雨災害時において旧多良木高校避難所運営を行な

った法人 Y 館長へのコロナ禍での避難所運営に関するヒアリン

グ時におけるコメントより． 
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